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経済取引の高度化・複雑化に対応しつつ、分かりやすくするため、民法が改正されました。
企業では、契約書、リスク管理、業務手順などに影響が出る可能性がありますので、

社内での確認や、必要に応じて専門家へご相談されることをお勧めします。

当所では、毎月第２・第４木曜日に、無料の法律相談を実施しております。（要予約）

１．売掛金などの債権の時効期間が変わります！
　現　行：種類が多く複雑

　改正後：�通常のビジネス上の債権は、原則５年に統一
されます！

２．法定利率が柔軟になります！
　現　行：年５％で固定（商取引は６％）

　改正後：�金利や物価など経済情勢を考慮して、３年毎
に利率を見直します！

　　　　　※�法改正時は３％。利率は契約開始から終了
まで固定されます。

３．約款についての規定が新設されます！
　現　行：規定なし

　改正後：民法に約款に関する規律を新設！

４．個人保証の要件が厳しくなります！
 ⑴ 事業資金が主な債務となる個人の保証契約
　現　行：制限なし

　改正後：�個人保証契約について、保証人になろうとす
る方が、公証役場に出向き、保証人が負う責
任について理解したことを公正証書で示す必
要があります。

 ⑵ 個人根保証契約
　⇒�保証人が個人である根保証契約は、極度額を書面等

で合意しない限り、無効となります。

 ⑶ 情報提供義務
　⇒�債務者は保証委託時に、保証人に対し財産状況等の

情報提供義務が課されます。

　お問合せ先：経営相談課　☎290-4411

　当所では、会員企業の事業承継を支援するため、９月22日（金）に「経営者向け事業承継セミナー～後継者が安心し
て経営できるための準備をしよう～」を開催します。事業承継は企業経営にとって重要な課題であり、その準備に早
すぎるということはありません。しかし、誰もがその対策の必要性を理解しながら、具体的にどのように行動すれば
よいのか分からないという経営者の方もいらっしゃいます。
　事業承継には５年から10年の準備期間が必要と言われており、財務の承継、後継者の教育・育成など多くの課題が
あります。本セミナーでは事業承継に向け、どのように第一歩を踏み出せばよいのか専門家が分かりやすく説明いた
します。また、セミナー終了後に、税理士、弁護士等専門家による個別相談会も開催いたします。ぜひ、ご参加くだ
さい。そのほか、平成29年９月から平成30年２月（下期）まで26回の各種セミナーの開催を予定しています。多くの皆
様のご参加をお待ちしております。
　※ 下期のセミナー予定につきましては、同封のチラシをご覧ください。
　　 各セミナーの詳細は開催約１か月前にご案内いたします。　お問合せ先：経営相談課　☎290-4411

企業の契約などに影響があります！対応の必要性をご確認ください

120年ぶり民法（債権法）改正の主なポイント
～ 交付から３年以内に施行（2020年目途） ～

事業承継セミナー開催！ （H29年9月～H30年2月 セミナーのお知らせ）
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平成28年
7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

平成29年
7月

 売　上 ▲21.0 ▲20.0 ▲ 9.3 ▲14.1 ▲17.2 4.3 ▲ 7.5 ▲12.6 ▲ 1.1 ▲ 4.4 ▲ 9.6 8.9 ▲ 6.7
 採　算 ▲24.8 ▲19.0 ▲17.5 ▲27.2 ▲14.0 ▲ 5.4 ▲12.9 ▲16.8 9.0 ▲ 8.7 ▲14.9 ▲ 4.4 0.0
 業　況 ▲17.1 ▲28.4 ▲19.6 ▲19.6 ▲14.0 ▲ 9.7 ▲11.8 ▲17.9 ▲ 5.6 ▲14.1 ▲13.8 1.1 ▲ 8.9
 仕入単価 ▲15.2 ▲16.8 ▲12.4 ▲13.0 ▲24.7 ▲21.5 ▲23.7 ▲29.5 ▲27.0 ▲31.5 ▲39.4 ▲34.4 ▲20.0
 従業員 9.5 16.8 12.4 14.1 19.4 14.0 20.4 17.9 16.9 16.3 21.3 20.0 26.7

【７月の概要】
　６月に比べると、売上DIと業況DIは、プラスからマイナスに転じたが、仕入単価DIはマイナス幅が減少し、採算
DIもマイナスからやや改善している。従業員DIはプラス幅が増加している。景況改善の期待が高まるものの、一進
一退の動きとなっており、建設、製造業、サービス業でも人手不足との声が聞かれ、景況改善にも影響を与えている。
　先行きについては、６月に比べ、仕入単価DIはマイナス幅が減少しているが、売上DI、業況DIともプラス幅が減
少し、採算DIはプラスからマイナスに転じている。従業員DIはプラス幅に大きな変動はなく、人手不足も続き、景
況改善の動きは弱い見通しとなっている。

建
設
業

官工事 人手不足による人件費の高騰継続から採算では原価がアップ。

総合建設 景況感としては上昇してきてはいるが、先行き受注増は不透明。

製
造
業

食品 消費低迷により売上不振。パート従業員の確保が困難。

機械部品 素材・エネルギー関係で値上げ要請が続いている。

卸
売
業

日用品 天候不順で夏物不振である。

衣服 昨年、夏物の動きは月末まで売れず。今年は気温上昇が上旬と３週間早く、夏物の動きがよい。
小
売
業

家具 売上は前年比較で、やや「弱い含み」で推移している。

サ
ー
ビ
ス

タクシー 人手が欲しいが、なかなか思うように充足できないでいる。

ホテル 少しづつではあるが、景気回復傾向にある。夏休みに向かって、宿泊プランのさらなる造成でインバウンドを含めた顧
客の誘致を狙う。

給食 労働者が減り、高齢者の方が増えてきた。生産効率を上げていく必要がある。

【業界から寄せられた主なコメント】
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【全産業平均DI】　※DI（景況判断指数）＝（良い割合）－（悪い割合）
　売上DIはマイナス6.7ポイント、業況DIはマイナス8.9ポイントになり、それぞれプラスからマイナスに転じた。仕入単価DIは
14.4ポイントマイナス幅が減少し、採算DIはマイナス4.4ポイントから０となった。従業員DIは6.7ポイントプラス幅が増加した。
全産業平均DI－向こう３か月間の先行き見通し

売上（受注・出荷） 採　　算 仕入単価 従業員 業　　況
6月 18.9 　11.1 ▲35.6 31.1 10.0
7月 12.2 ▲ 2.2 ▲20.0 30.0  1.1

　先行きは、売上DIが6.7ポイント、業況DIが8.9ポイント、それぞれプラス幅が減少した。採算DIはプラスから転じ、マイナス2.2
ポイントとなった。仕入単価DIは15.6ポイントマイナス幅が減少し、従業員DIが1.1ポイントプラス幅が減少した。

新潟支社　新潟営業所　〒950-0078 新潟県新潟市中央区万代島 5-1万代島ビルディング 10F　TEL 025-243-0048

◆就業規則・諸規則の作成・改正
◆社会保険・労働保険等の手続
◆コンプライアンス・個人情報保護・マイナンバー対応
◆労災保険特別加入（事業主・役員・一人親方）

〒950-0982 新潟市中央区堀之内南2-19-14 和合ビル2F（駐車場多数完備）

労働保険事務組合　企業経営支援研究会
一人親方団体　新潟建設建築技能者組合

西山経営労務事務所
社会保険労務士法人

ご相談ください！

TEL025-256-8373  FAX025-256-8374 西山経営労務 検 索

ご存じですか？
会社の株を後継者に一括で渡しても
　　社長を辞めなくても良い
　　贈与税がかからない
　　後戻りができる
  新しい　方法を。詳しくは、
　新潟市東区中島 2-1-31
　電話　025-384-0306

新潟県司法書士会所属
川嵜　一夫

自社株信託 .com 検索

景気の き動


